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はじめに 

いじめは深刻な人権侵害であり、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、

その心身の健全な成長及び人格の形成に長期に渡って重大な影響を与えるのみならず、その

生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。

北浦中学校いじめ防止基本方針は、生徒の尊厳を保持する目的のため、関係機関との連携の

下、いじめの問題の克服に向けて取り組むよう、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第

７１号。以下「法」という。）、延岡市いじめ防止基本方針に基づき、いじめの防止等（い

じめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対策を総

合的かつ効果的に推進するために策定するものである。 

１ いじめの定義 

⑴ 個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、い

じめられた生徒の立場に立つことが必要である。この際、いじめには、多様な態様がある

ことに鑑み、法の対象となるいじめに該当するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛

を感じているもの」との要件が限定して解釈されることのないよう努めることが必要であ

る。 例えば、いじめられていても、本人がそれを否定する場合が多々あることを踏まえ、

当該生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。ただし、この

ことは、いじめられた生徒の主観を確認する際に、行為の起こったときのいじめられた生

徒本人や周辺の状況等を客観的に確認することを排除するものではない。 

⑵ いじめの認知は、特定の教職員によることなく、法第 22 条の「学校におけるいじめの防

止等の対策のための組織」に基づき設置した、いじめ不登校対策委員会を活用して行う。 

⑶ 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の生徒や、塾

やスポーツクラブ等当該生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など、当該生徒と何

らかの人的関係を指す。 

⑷ 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、嫌な

ことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんかやふざけ合いであっても、

見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情の調査を行い、生徒の

感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断するものとする。なお、インター

ネット上で悪口を書かれた生徒がおり、当該生徒がそのことを知らずにいるような場合な

（定義） 

第２条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在

籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的

な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該

行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 ２  この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1条に規定

する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）を

いう。 

 ３  この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児童又は生徒をいう。 

 ４  この法律において「保護者」とは、親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成

年後見人）をいう。 



ど、行為の対象となる生徒本人が心身の苦痛を感じるに至っていないケースについても、

加害行為を行った生徒に対する指導等については法の趣旨を踏まえた適切な対応が必要で

ある。

⑸ いじめられた生徒の立場に立って、いじめに当たると判断した場合にも、その全てが厳し

い指導を要する場合であるとは限らない。例えば、好意から行った行為が意図せずに相手側

の生徒に心身の苦痛を感じさせてしまったような場合、軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐ

に加害者が謝罪し教員の指導によらずして良好な関係を再び築くことができた場合等にお

いては、学校は、「いじめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応による対処も可

能である。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該当するため、事案を

いじめ不登校対策委員会へ情報共有することは必要となる。

⑹ 「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早期に警察に相談す

ることが重要なものや、生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような、直ちに警

察に通報することが必要なものが含まれる。これらについては、教育的な配慮や被害者の意

向への配慮のもとで、早期に警察に相談・通報のうえ、警察と連携した対応を取ることが必

要である。 

２ いじめの理解 

⑴ いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうるものである。とりわけ、嫌がら

せやいじわる等の｢暴力を伴わないいじめ｣は、多くの児童生徒が入れ替わりながら被害も

加害も経験する。また、｢暴力を伴わないいじめ｣であっても、何度も繰り返されたり多く

の者から集中的に行われたりすることで、 ｢暴力を伴ういじめ｣とともに、生命又は身体に

重大な危険を生じさせうる。 

⑵ 国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査の結果によれば、暴力を伴わないいじめ（仲

間はずれ・無視・陰口）について、小学校４年生から中学校３年生までの６年間で、被害

経験を全くもたなかった児童生徒は１割程度、加害経験を全くもたなかった児童生徒も１

割程度であり、多くの児童生徒が入れ替わり被害や加害を経験している。 

⑶ いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所属集団の構造上の

問題（例えば無秩序性や閉塞性）、「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在

や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめ

を許容しない雰囲気が形成されるようにすることが必要である。 

３ いじめ防止のための基本的な方針 

⑴ いじめの防止

ア いじめは、どの生徒にも、どの学校でも起こりうることを踏まえ、より根本的ないじめ

の問題克服のためには、全ての生徒を対象としたいじめの未然防止の観点が重要であり、

全ての生徒を、いじめに向かわせることなく、心の通う対人関係を構築できる社会性のあ

る大人へと育み、いじめを生まない土壌をつくるために、関係者が一体となった継続的な

取組が必要である。 

イ 学校の教育活動全体を通じ、全ての生徒に「いじめは決して許されない」ことを、発達

の段階に応じて指導し、生徒の豊かな情操や道徳心、自分の存在と他人の存在を等しく認

め、お互いの人格を尊重し合える態度など、心の通う人間関係を構築する能力を養うこと

が必要である。 

ウ いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、その改善を図り、ストレスに適切に対

処できる力を育む観点が必要である。 

エ 全ての生徒が安心でき、自己有用感や自己肯定感を味わうことができる学校生活づくりも

未然防止の観点から重要である。 

オ いじめの問題への取組の重要性について、地域、家庭と一体となって取組を推進するため

の普及啓発が必要である。 

⑵ いじめの早期発見 

ア いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の基本であり、全ての大人が連携し、生徒の

ささいな変化に気付く力を高めることが必要である。 

イ いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけを装って行われた

りするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、ささいな兆候で

あっても、いじめではないかとの疑いをもって、早い段階から的確に関わりをもち、いじめ

を隠したり軽視したりすることなく積極的にいじめを認知することが必要である。 

ウ 特に、保護者は、生徒にいじめの兆候が見られないか、日頃から留意するとともに、その

状況の把握に努める必要がある。 

エ いじめの早期発見のため、定期的なアンケート調査や教育相談の実施、電話相談窓口の周

知等により、生徒がいじめを訴えやすい体制を整えるとともに、地域、家庭と連携して生徒

を見守ることが必要である。 

⑶ いじめへの対処 

ア いじめがあることが確認された場合、直ちに、いじめを受けた生徒やいじめを知らせてき

た生徒の安全を確保し、いじめたとされる生徒に対して事情を確認した上で適切に指導する

等、組織的な対応を行うことが必要である。また、家庭や教育委員会への連絡・相談や、事

案に応じ、関係機関との連携が必要である。 

イ 教職員は、いじめを把握した場合の対処の在り方について、共通理解しておくことが必要

であり、また、学校における組織的な対応を可能とするような体制整備が必要である。 

⑷ 地域や家庭との連携 

ア 社会全体で生徒を見守り、健やかな成長を促すため、地域、家庭との連携が必要である 

イ より多くの大人が生徒の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、学校と地

域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築することが必要である。 

⑸ 関係機関との連携 

ア いじめの問題への対応においては、例えば、学校や教育委員会において、いじめる生徒に

対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、その指導により十分な効果を上げ

ることが困難な場合などには、関係機関（警察、児童相談所、医療機関、法務局）との適切

な連携が必要であり、警察や児童相談所等との適切な連携を図るため、平素から、学校や教

育委員会と関係機関の担当者の連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくことが必

要である。 

イ 教育相談の実施に当たり、必要に応じて医療機関などの専門機関との連携を図ったり、法

務局延岡支局、延岡市青少年育成センター、延岡市オアシス教室等、学校以外の相談窓口に

ついても生徒へ適切に周知したりするなど、関係機関による取組と連携することも重要であ

る。 


